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〔７〕 ストック型事業の商業ビル

Part-2 ２００７年度業績概要



Page-4●前年同期比／売上高： 36.0 %増、経常利益： 10.9%減、当期利益： 37.9%減。
●売上はほぼ計画通りとなったが、粗利では、不動産再生流動化事業の利益額が低下し、計画を6億円下回り、ストレージの流動化で、計画を約4億円下回る
結果となった。

●販売管理費は、計画より10億円上回ったが、その内訳は広告費で約1億円、支払手数料で約2億円、貸倒れ引当金で約4億円、人件費で約1億円等となる。
●特別損失では、固定資産除却損が約5億円、投資有価証券の評価損が約3億円計上。

項目 2004年 ※1 2005年

7,401 15,233

3,753
（24.6%）

1,616
(10.6%)

2,137

1,916
（12.6%）

1,148
（7.5%）

1,981
(26.8%)

769
（10.4%)

1,211

1,068
(14.4%)

592
(8.0%)

2006年
2007年

（実績）

2007年※2

（計画）

30,260 30,266

8,076
(26.9%)

2,151
(7.1%)

5,924
(19.6%)

5,335
(17.7%)

3,198
(10.6%)

7,183
(23.7%)

3,257
(10.8%)

3,926
(13.0%)

3,389
(11.2%)

1,343
(4.4%)

22,255

6,019
(27.１%)

1,865
(8.4%)

4,154
(18.7%)

3,804
（17.１%)

2,163
(9.7%)

売上高

売上総利益
（粗利率）

販売管理費

営業利益

経常利益
（経常利益率）

当期利益
（当期利益率）

項目
２００４年
(単体）

2005年
（連結）

2006年
（連結）

990 1,516

349

1,865

625

1,616

2007年
（実績）

2007年
（連結計画）

2,733 1,749

402

2,151

524

3,257

流動化以外
（人件費＋広告費＋他）

712

流動化費用 56

合計 769

■販売管理費（内訳）

※2 2007年計画に流動化費用を考慮。※1 2004年は単体決算。2005年以降連結決算。

単位：百万円

Part-１ ２００７年度サマリー

〔1〕 ２００７年度業績要約
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２００６年 ２００７年

通期実績 利益率 通期実績 利益率

5,296

24.3%

11.6%

20.7%

10.1%

22.4%

10.8%

24.4%

21.3%

-

-

24.4%

21.1%

-

-

23.7%

13.0%

1,289

616

5,523

1,141

555

10,819

2,430

1,171

19,434

4,748

4,144

2

2

△ 31

19,436

4,750

4,113

4

3

△ 1,363

30,260

7,183

計画

売上高 2,242

3,926

売上高 6,268 10,130

売上総利益 1,521 24.3% 2,616 25.8%

営業利益 894 14.3% 1,884 18.6%

売上高 15,022 19,826

不動産販売

受注

売上総利益 4,324 28.8% 5,382 27.1%

営業利益 3,848 25.6% 4,860 24.5%

売上高 946 310

売上総利益 156 16.5% 79 25.5%

営業利益 62 6.6% 79 25.5%

売上高 15,969 20,136

売上総利益 4,480 28.1% 5,461 27.1%不動産再生・流動化サービス

営業利益 3,910 24.5% 4,939 24.5%

売上高 17 0

その他

不動産運用サービス

売上総利益 456 20.3%

5,728

1,422

852

4,402

1,194

1,032

0

△898

30,266

8,076

24.8%

営業利益 △7 △0.3% 14.9%

5,924

4,025

ストレージ事業

1,065 26.5%
その他
不動産運用サービス

営業利益 901 22.3% 23.4%

100.0%

-

27.0%

17

△650

22,255

6,019

18.7%4,154

２００７年

利益率

売上高

売上総利益 27.1%

売上総利益 -

営業利益 -

売上高

売上総利益 26.7%

営業利益 19.6%

合計

●不動産再生・流動化サービス事業の売上高は前年同期比22%増。同営業利益は5%増。
●不動産運用サービス事業の売上高は前年同期比73%増。同営業利益は31%増。
●ストレージ事業は、2007年計画対比で売上は約432百万円下回り、営業利益は236百万円下回る。その他不動産運用ｻｰﾋﾞｽは、売上で1,121百万円上回り、
営業利益で477百万円下回る。その他運用サービスには駐車場・リゾート・ＳＯＨＯ・店舗等を含む。詳細はp.6を参照。

Part-１ ２００７年度サマリー

〔２〕 セグメント別損益計算書（連結）

単位：百万円
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〔3〕 不動産運用サービスのセグメント別・損益計算書（連結）

Part-１ ２００７年度サマリー

単位：百万円

2006年 2007年 2007年

通期実績 通期実績 前期比 計画 構成比

49.0%

53.0%

5.4%

7.4%

9.5%

2.9%

12.0%

19.5%

4.9%

4.7%

16.0%

6.1%

3.7%

4.2%

100.0%

100.0%

売上高 2,242 5,296 136.2%

粗利 456 1,289 182.7%

5,728

1,422

24.8%

607

129

21.3%

1,044

46

4.4%

1,290

631

48.6%

592

134

22.6%

495

143

28.9%

374

111

29.7%

10,130

2,616

粗利率 20.3% 24.3%

売上高 307 586 90.8%

粗利 59 181 206.8%

粗利率 19.2% 30.9%

売上高 1,368 1,028 △ 24.9%

粗利 81 71 14.1%

粗利率 5.9% 6.9%

売上高 1,123 1,296 15.4%

粗利 515 474 △ 8.0%

粗利率 45.9% 36.6%

売上高 369 525 △ 42.3%

粗利 92 114 △ 23.9%

粗利率 24.9% 21.7%

売上高 463 1,736 275.0%

粗利 141 148 5.0%

粗利率 30.5% 8.5%

売上高 394 349 65.4%

粗利 176 151 63.9%

粗利率 42.6% 43.3%

売上高 6,268 10,819 72.6%

粗利 1,522 2,430 59.7%

粗利率 24.3% 22.5% 25.8%

不動産運用サービス 合計

その他
(貸地・ﾗﾝﾄﾞﾘｰ・ﾈｯﾄﾜｰｸ）

駐車場

ＳＯＨＯ

リゾート・店舗

マンスリー

メディア

ストレージ

●不動産運用サービスは、予実比 売上高は＋689百万円、粗利は△186百万円。
ストレージの流動化で約4億円・リゾートで約1億円、粗利が計画を下回る結果となる。
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〔４〕 貸借対照表（連結）

Part-1    ２００７年度サマリー

●販売用不動産は、約186億円、有形固定資産が約84億円と不動産在庫は計約250億円となる。約80％は借入れで資金調達している。
●厳しい市場環境は今後1～2年継続する前提の下、今期の不動産の取得計画は、30億円とストック型事業に寄与できる高利回りの物件に限定する。
●自己資本比率 38.9％(12月末）。

科目
2006年

12月末

2007年

9月末

2007年

12月末
科目

2006年

12月末

2007年

9月末

5,188 15,705

1,395

2,941

20,041

4,948

4,992

6,367

△19

16,288

36,330

18,195

2,421

25,804

8,589

1,404

507

10,501

24

36,330

10,957

1,805

3,139

15,901

4,944

4,988

4,200

22

14,155

30,056

4,096

20,829

3,744

28,669

8,345

1,640

454

10,441

19

39,129

2007年
12月末

現預金 4,551 借入金 19,620

棚卸資産 19,463 社債 1,125

その他 1,547 その他 3,167

流動資産 合計 25,562 負債 合計 23,912

有形固定資産 2,907 資本金 4,949

投資その他 1,548 資本準備金 4,994

無形固定資産 利益剰余金 5,295

固定資産 合計 4,455 評価・換算差額等 △22

繰延資産 純資産（資本） 合計 15,217

資産 合計 30,056 負債・純資産 合計 39,129

単位：百万円
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Part-1 ２００７年度サマリー

●12月末時点稼働率については、2006年末までにオープンした物件が約84%。 2007年以降にオープンした物件は、約69%。
●2007年は、ストレージの流動化が計画対比売上が731百万円下回り、ストレージ全体としては、432百万円下回る結果となった。
●その結果、 新規出店加速化による償却負担の軽減に遅れが生じた。また、4Ｑに集客強化を図った為、出店スローダウンし、出店計画未達となったが、稼働率
は、計画（70%）を上回り、昨年12月末時点で78%となった。

2004年※ 2005年 2006年 2007年 予実差異

実績(A) A-B

△432

△288

△145

△250

△3,308

△405

△2,903

0

5,296

4,007

1,289

616

31,692

24,735

78.0%

12,595

19,027

70

79.8%

76.8%

91.1%

実績

2,242

1,786

456

△7

19,648

14,555

74.1%

10,681

8,897

70

69.4%

80.3%

90.0%

実績

1,685

1,249

436

280

12,422

10,211

82.2%

6,155

6,197

70

79.4%

86.0%

72.9%

2007年
項目

売上

原価

粗利

営業利益

Ａ 室数

Ｂ 件数

Ｂ/Ａ

トランク型

コンテナ型

バイクＢＯＸ型

トランク型

コンテナ型

バイクＢＯＸ型

1,128 5,728

840 4,295

Ｐ/Ｌ （連結）
（百万円）

288 1,434

171 866

オープン室数（累積） 8,787 35,000

累積契約数 6,903

稼働率 78.5%

3,340 13,000

5,388 21,930

59 70

商品別
オープン済室数

74.4%

82.0%

79.6%

商品別稼働率

実績 計画(B)

※2004年のみ
単体決算。

〔５〕 ストレージ事業の２００７年度の実績

貸出し賃料に加えて、
流動化収入も計上
予定。

内訳
流動化：2,699
貸出賃料：3,029

ストレージの流動化
はコンテナ・トランク
ルームの内装設備
等が対象。

2007年度の内訳は
下記の通り。

売上
流動化：1,967
貸出賃料：3,329
粗利
流動化：759
貸出賃料：529

単位：百万円
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Part-１ ２００７年度サマリー

〔6〕 2008年事業計画（連結）

単位：百万円

２００７年（前期） ２００８年（当期）

通期実績 利益率 計画 利益率

5,140

16.2%

33.3%

11.9%

10.1%

25.7%

15.8%

18.2%

13.2%

17.3%

15.5%

-

-

-

18.0%

営業利益 3,926 13.0% 1,561 8.9%

経常利益 3,389 11.2% 1,002 5.7%

3.0%

834

2,150

716

656

78

2,528

256

779

200

1,057

167

12,310

2,251

1,623

5,213

900

806

-

-

△868

17,523

3,151

5,296

532

24.3%

36.6%

21.7%

8.5%

30.9%

16.1 %

21.8%

10.8%

24.4%

21.1%

-

-

23.7%

4.4%

1,289

1,296

474

525

114

1,736

148

586

181

1,377

222

10,819

2,430

1,171

19,436

4,750

4,113

4

3

△ 1,363

30,260

7,183

1,343

売上高
ストレージ事業

売上総利益

売上高
リゾート・店舗

売上総利益

売上高
SOHO

売上総利益

売上高
駐車場

売上総利益

売上高
メディア

売上総利益

売上高

売上総利益

営業利益

売上高

売上総利益不動産再生・流動化サービス

営業利益

売上高

その他

不動産運用サービス

売上高
その他

売上総利益

売上総利益

営業利益

売上高

売上総利益

当期利益

合計

● 2008年末までにｽﾄｯｸ型完全移行を目指す体制となる。 利益構成比は本部経費を考慮後、不動産運用ｻｰﾋﾞｽが全体の85%・

再生流動化ｻｰﾋﾞｽで全体の15%とする。（2007年は、同比率が不動産運用ｻｰﾋﾞｽで20%、不動産再生流動化ｻｰﾋﾞｽで80%。）
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Part-2    事業の方向性

業界展望の認識と事業施策
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不動産再生流動化事業では、下期の不動産市況の低迷と流動性の低下により、不動産案件の売却を

先送りした結果、売上が 19,436百万円、売上総利益が 4,748百万円と2007年計画を下回った。

不動産運用サービス事業において、ストレージ事業は、オープン室数が目標の35,000室を下回り、

12月末時点で31,692室。稼働率は、計画（年末時点で70%）を上回り、78%。ストレージの真水の賃料収入の

売り上げは計画通りであった。

その要因は、

●シェアの拡大を最優先とした結果、採算ラインに達するのが長期化する現場（7現場）を閉鎖。

●集客が弱い地域の稼働率改善のために集客強化の体制にシフト。

キャンペーン等の施策が収益圧迫要因となった。

●現場展開を早めるために、投資に必要なキャッシュを確保する手段であるストレージの流動化を

政策的に販売の停止を決定。当初計画の2,700百万円を下回り売上1,967百万円となる。

●急速な拡大で経費が嵩み、営業利益では、計画を約2億円下回る結果となった。

ビジネスモデルはフロー型の収益の比重が高いものからストック型へ機軸を移す。

収益性の低いストレージやコインＰ現場・店舗の撤退を実施した。

●一般管理費で、貸倒引当金の繰入増 434百万円計上。

●特別損失で、固定資産除却損 552百万円計上。

Part-2    事業の方向性

２００７年度業績の要因分析
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Part-2    事業の方向性

ＮＯＴＥ ： 環境の悪化について当社の認識と、収益基盤確保の為の構造転換。

環境認識
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Part-2    事業の方向性

ＮＯＴＥ ： 前期の業績結果の反省の下に、以下の対策を実施。

〔１〕 ２００８年度経営対策

①施策
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ＮＯＴＥ ： 当期（2008年）末までにストック型完全移行を完了する。

ドメインが大きい不動産運用サービス事業を社会のインフラとして着実に拡大する。

②方向性：ストック型で安定成長企業に

〔１〕 ２００８年度経営対策

Part-2    事業の方向性
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〔１〕 ２００８年度経営対策

Part-2    事業の方向性

2年間予測
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Part-2    事業の方向性

単位：百万円

④ストック型ビジネス（不動産運用サービス事業）の成長

〔１〕 ２００８年度経営対策

ＮＯＴＥ ： 安定収益源の強化により効率化を図る。

→ ストックの収入の一部で販管費・金利等経費をカバー。
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Part-2    事業の方向性

⑤ ストック型ビジネス（不動産運用サービス事業）の商品構成

〔１〕 ２００８年度経営対策
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Part-2    事業の方向性

①初期のシェア拡大の完了→次の持続的成長の為の準備

〔２〕 ストレージ事業の方向性
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2005年 2006年 2007年 2007年 2008年 2009年 2010年

実績

12,422

82%

3,308

1,685

-

-

1,685

1,249

-

-

1,249

436

-

-

436

計画 実績

280

計画計画計画

総室数

実績

19,648

74%

4,344

2,242

-

-

2,242

1,786

-

-

1,786

456

-

-

456

35,000 31,692 34,622 41,622 50,022

稼働率 70% 78% 89% 88% 87%オープン室数

契約純増数 9,945 9,820 6,000 6,000 7,000

売上 賃料収入 3,029 3,184 4,690 5,686 6,850

受注 - 146 0 0 0

受注 - 97 ０ ０ ０

受注 - 49 0 0 0

受注 - 48 0 0 0

△7

流動化 2,699 1,967 450 0 0

合計 5,728 5,298 5,140 5,686 6,850

原価 賃料収入 2,749 2,704 3,868 4,464 5,268

粗利 賃料収入 279 480 821 1,221 1,686

流動化 1,142 759 14 0 0

流動化 1,557 1,208 436 0 0

合計 4,306 4,010 4,304 4,464 5,268

合計 1,421 1,288 835 1,221 1,686

営業利益 賃料収入 △178 △140 340 668

10

886

350

0

668

流動化 1,044 708 0

合計 866 615 886

Ｐ/Ｌ （連結）

（単位：百万円）

項目

Part-2    事業の方向性

●ストレージ事業は、2008年は、新規出店数を3,000室とし、体制の立て直しをする。

●ストレージの流動化は2008年で終了し、2009年以降は停止する。

●真水の賃料収入の増益率は拡大基調である。

② ２０１０年まで緩やかな成長

〔２〕 ストレージ事業の方向性
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Part-2    事業の方向性

期 第１四半期 （3月末） 上半期 （6月末） 第3四半期 （9月末） 第4四半期 （12月末)

現場数 367 439 533 588

第１四半期 （３月末） 第２四半期 （６月末） 第３四半期 （９月末） 第4四半期 （１２月末）

トランク コンテナ バイク トランク コンテナ バイク トランク コンテナ バイク

5,781 11

-

59

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

70

895

3,904

1,969

455

1,276

71

29

345

132

43

354

564

トランク コンテナ バイク

東京 7,505 4,235 11 7,761 5,081 11

15,818

8,492

2,139

155

459

360

270

47

-

70

-

-

-

-

11,992

27,880

9,012 6,530 11

神奈川 2,104 669 - 2,112 816 - 2,132 1,496 -

千葉 123 3,243 59 155 3,634 59 159 3,916 59

埼玉 511 1,572 - 489 1,919 - 550 2,072 -

大阪 450 322 - 360 455 - 355 848 -

北海道 131 69 - 131 182 - 270 1,276 -

兵庫 47 - - 47 132 - 47 1,121 -

福岡 - 29 - - 29 - - 29 -

愛知 - 66 - - 265 - 70 438 -

宮城 - 31 - - - - - 132 -

福岡 - 43 - - 43 - - 251 -

鹿児島 - - - - 334 - - 354 -

沖縄 - - - - 549 - - 564 -

小計 10,871 10,279 70 11,055 13,439 70 12,595 19,027 70

総計 21,220 24,564 31,692

地域

●首都圏に25,937室あり、全体の約80%が首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）に集中している。 全国展開した結果、地方都市の稼働率の改善は、首都圏

に遅れ、収益の改善も遅い。 首都圏におけるストレージの認知度は地方より高く、ニーズの顕在化が稼働率の上昇の早いペースに反映されている。

③ストレージ現場の全国分布状況

〔２〕 ストレージ事業の方向性
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Part-2    事業の方向性

ＮＯＴＥ ： 首都圏を中心とした出店戦略を今期は推進する。

④ ストレージ現場の首都圏分布状況

〔２〕 ストレージ事業の方向性
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Part-2   事業の方向性

２００６年１２月末 上半期 （６月末） ２００７年 （１２月末）

室数 小計 室数 小計 室数 小計

リース 2,393 2,393 5,869

所有 1,933 2,530 4,080

受注 1,801 2,228 2,222

流動化 2,751 6,222 6,716

リース 155 50 162

所有 6,157 5,138 5,925

受注 1,916 1,990 2,351

流動化 1,756 3,142 3,252

バイク 所有 59 59 59 59 59 59

所有 19 66 74

流動化 0 0 66

トランク 所有 697 697 735 735 905 905

バイク 所有 11 11 11 11 11 11

合計室数 19,648 24,564 31,692

1406619コンテナ

所有

11,69010,3209,984トランク

18,88713,3738,878コンテナ

借上

仕入形態 商品名 内装設置

●仕入形態は、全体の96%は借り上げである。エリアリンクの仕入れの優位性は、一棟ものの中古ビルの購入でなく、

借上げによる機動的な出店戦略にある。

⑤ ストレージ事業の仕入形態・内装設備の調達形態

〔２〕 ストレージ事業の方向性
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Part-2    事業の方向性

単位：千円

■モデル物件概要

所在地 東京都新宿区中落合

交通 西武新宿線 下落合駅 徒歩6分

面積 361.22㎡ （109.27坪）

室数 80室

区分 項目
自社保有A
(100%自己）

自社保有B
（20%自己）

借り上げ 受注

区分建物取得費 80,000 80,000 - -

契約金 - - 1,350 -

看板代＋チラシ 2,200 2,200 2,200 -

内装工事代 20,241 20,241 20,241 -

銀行借入(-) 0 81,953 0 0

投資合計 102,441 20,488 23,791 0

想定満室月額賃料 1,609 1,609 1,609 1,609

支払賃料 0 0 750 800

経費（ｾｷｭﾘﾃｨ・光熱費他） 95 95 95 -

償却費 496 496 139 -

金利 0 145 0 -

人件費 66.4 66.4 66.4 66.4

月額経費計 657 803 1,050 809

年額合計 11,419 9,678 6,703 9,708

満室 11.1% 47.2% 28.2% -

90% 稼働 10.0% 42.5% 25.4% -
投資利回り

自社収入額

自社初期投資

〔２〕 ストレージ事業の方向性

⑥ ストレージ事業のビジネスシミュレーション
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Part-2    事業の方向性

案件（地域） 用途 現状 敷地面積（坪） 延床面積（坪） 室数

ベストイン魚津 （新潟） ビジネスホテル 営業中 884.8 614.8

松の井ホテル（群馬） リゾートホテル 営業中 18,606.5 13,026.4 216

602.2

シティ弘前ホテル （青森） シティホテル 10月オープン 895.0 5,431.0 141

ベストイン鹿嶋 （茨城） ビジネスホテル 11月オープン 454.0 783.12 108

箱根・翠松園 （神奈川） リゾートホテル 12月オープン 1,142.9 1,142.9 24

熱海ふふ （静岡） リゾートホテル 12月オープン 2,034.1 839.5 23

ベストイン八日市 （滋賀） ビジネスホテル 12月オープン 614.0 601.0 78

ベストイン近江八幡 （滋賀） ビジネスホテル ●月（予定） 726.0 997.9 118

78

ベストイン甲府 （山梨） ビジネスホテル 営業中 399.3 78

〔３〕 ホテル拡大展開

① ホテル事業の進捗状況 〈着実な拡大基調に〉

ＮＯＴＥ ： ビジネスホテルのネット利回り（償却・金利考慮後）は約７％
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Part-2    事業の方向性

ＮＯＴＥ ： ビジネスホテルは廉価で開発地域に特徴・リゾートホテルは高級路線

〔３〕 ホテルの拡大展開

②ホテル全国展開状況
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Part-2    事業の方向性

〔３〕 ホテル拡大展開

③工業団地ホテルの特徴
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仕入区分 種別
簿価

（12月末）
件数

市場評価

（12月末）

ホテル 2,788

13,403

1,539

927

※１ 18,659

ホテル 4,046 6 5,951

1,918

住居系ビル・土地 289 4 289

119

※２ 6,373

5

25,033

3,225

商業ビル・コインP 38 15,398

住居系ビル・土地 8 1,632

商業ビル・コインP 5 2,088

ストレージ他 1 119

有形固定資産

ストレージ 6 927

21,183

8,447

合 計 73

計 57

29,631

計

販売用不動産

16

単位：百万円

※1 棚卸資産（20,829）との差異は販売用コンテナ・トランク。
※２ 有形固定資産(8,345)との差異は、建物付属設備・備品・建設仮勘定。

●評価益は、不動産市況の低迷を反映し、9月末と比較して下落。

●今後の方針は、高利回りの不動産の長期保有・開発案件の収益化。

〔４〕 所有物件の評価益

Part-2    事業の方向性
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〔５〕 ５年後のエリアリンク株式会社の目標

Part-2    事業の方向性
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〔１〕 海外のセルフストレージ市場／ファクトシート

Part-3    参考資料

順位 会社名 店舗数 室数 シェア（供給面積）

１ パブリックストレージ（+シャガード） 2,190 N/A 6.9%

２ エクストラスペース 635 424,000 2.4%

３ U ホール 1,047 378,931 1.7%

上位10社 4,997 N/A 14.8%

全体 42,967 17,140,000 100.0%

●時価総額 約1兆円（2006年末）
●経常利益 約540億円（2005年度）

米国データ：セルフストレージ年報2007

①英国 約600店舗 ②オーストラリア 約1000店舗 ③カナダ 約2600店舗 ④スペイン 約45店舗
⑤フランス 165店舗 ⑥ベルギー 21店舗 ⑦オランダ 108店舗 ⑧フィンランド 20店舗 ⑨ドイツ 40店舗
英国市場の伸びは平均年10～15%と急成長をとげている。

●セルフストレージ産業は、過去30年で米国の不動産業界で一番成長率が高い。
1984年から2007年までで、セルフストレージのレンタブルスペース合計は7倍の広さに拡大。
●米セルフストレージ産業時価総額は2200億ドル（26兆円以上）を超える。
●米セルフストレージ全店舗数は、2007年3月末で、42,967まで拡大。
●全米世帯の10％がストレージﾞを利用。（1995年には全世帯の6％）

4階建て
■米セルフストレージの市場規模 （2007年4月19日現在）

■米セルフストレージ業界の上位3社 （2006年末）

■米国シェア１位のパブリックストレージ社

■海外のセルフストレージ業界 （2006年 各国総店舗数）

複合１階建て

ゲート付き

１階建て



Page-32

〔２〕 ストレージ事業現場／トランク型

Part-3    参考資料
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〔３〕 ストレージ事業現場／コンテナ型

Part-3    参考資料
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ALSOK、SECOM等による24時間集中警備。
24時間利用者の出入りをチェック、入退室を記録。

24時間出入り自由

早朝・深夜いつでも好きな時間に利用可能。

安心の2重ロック

建物と部屋の2重ロック。

楽々配送サービス

収納荷物の集荷から、トランクへの搬入等。

セキュリティ完備。

清潔管理体制

スタッフによる定期清掃、点検。

給換気設備付

建物、部屋の中は空気が流れ、湿気を予防。

選べる広さ

0.5坪～5坪までの広さのバリエーション。

サービスのビジュアル表示

中身表示用シール付きダ
ンボール

付随サービス（ハロームービング／ハローレスキュー）

ハンガーボックス

車両

〔4〕 ストレージ事業の付随サービス

Part-3    参考資料
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当資料に掲載されている業績見通し、その他今後の予測・戦略などに関する情報は、当資料の作成時点において、
当社が合理的に入手可能な情報に基づき、通常予測し得る範囲内で行った判断に基づくものです。

しかしながら実際には、通常予測し得ないような特別事情の発生または通常予測し得ないような結果の発生などにより、
当資料記載の業績見通しとは異なる結果を生じ得るリスクを含んでおります。

当社は、投資家の皆様にとって重要と考えられるような情報について、その積極的な開示に努めてまいりますが、
当資料記載の業績見通しのみに全面的に依拠してご判断されることはくれぐれもお控えになられるようお願いいたします。

なお、いかなる目的であれ、当資料を無断で複製、または転送などを行われないようにお願いいたします。

お問合せ先：エリアリンク株式会社 IR部 部長 松本 美奈
TEL ／03-3568‐1708 FAX／03-3568-1709
E-mail／iｒ@arealink.co.jp


